
【様式２】

　

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題１ 【住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくり（地域福祉）】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・だれもが住み慣れた地域で、健康で自分らしく安心して暮らし続けられる地域社会
・地域にかかわるすべての人が、共に生き共に支え合い、生活を楽しむ地域社会

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

◆国勢調査

◆H29年度　区民アンケート結果

  　◆鶴見区認知症高齢者数(平成29年4月1日現在）
　　◆鶴見区障がい者手帳交付者数（平成29年3月31日現在）

H27年度 H28年度 H29年度

認知症高齢者数
（在宅） 1,307 1,410 1,460

身体障がい者手帳
交付数 4,934 5,013 5,097

療育手帳交付者数 1,006 1,039 1,082
精神障がい者保健福祉

手帳交付者数 903 955 1,020

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・団塊の世代が65歳を迎え、鶴見区でも高齢者（65歳以上）や、認知症高齢者（65歳以上の認知症を発症し
ている人）が増加してきており、老老介護、孤立死、認知症による徘徊、虐待など、地域の福祉課題は多様
化、複雑化、深刻化している。

・障がい者手帳の交付数は年々増加している。また、障がい者への支援は生活全般にわたるものであり、
障がいの種別に応じてニーズも多種多様である。

・認知症高齢者を含めた高齢者や障がい者が住みなれた地域で住み続けるためには、地域福祉活動や地
域の見守り活動等の取組みが必要である。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・地域福祉ネットワークが効果的に機能し、高齢者や障がい者の相談支援体制が整備され、地域や地域包
括支援センター、障がい者基幹相談支援センターなどの関係機関との連携が緊密に図られることなどによ
り地域包括ケアシステムの構築にもつなげていく必要がある。
・地域で安心して暮らせるよう、高齢者や障がい者に対する正しい理解の普及が必要である。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・地域福祉コーディネーター（つなげ隊）への相談件数、地域有償ボランティア会員数、相談件数も前年度より増えて
おり、すべての住民が自分らしく活躍できる地域共生社会をめざして実施している取組は着実に成果をあげている
が、引き続き事業等の充実に努める必要がある。
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【様式２】
めざす成果及び戦略　１－１ 【地域共生社会の実現】

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
高齢者や障がい者を含めだれもが自分らしく安
心して暮らしていると感じる区民を増やす。

区社会福祉協議会や高齢者、障がい者を支援
する関係機関や地域等と連携し「支え手・受け
手」という関係を超えて、すべての住民が自分ら
しく活躍できる地域共生社会をめざす。アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞

困った時（いざという時）に助けてくれる人がいる
と感じている区民の割合：平成32年度末までに
50％以上

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

今後も続く高齢化等の進行に対応するため、相談窓口の
周知強化と地域福祉の担い手の育成が課題である。アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

AA＿
困った時（いざという時）に助けてくれる人がいる
と感じている区民の割合：89.0％

31,993

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

地域の相談窓口としての「つなげ隊」の広報周知と有償ボ
ランティア制度を通じた「担い手」増に向けた取り組みを強
化する。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

【平成28年度実績】
・地域の福祉課題に関する相談窓口として、地域福祉コー
ディネーター（つなげ隊） を各地域に配置（12名）。
相談件数：2,577件/年

・コミュニティソーシャルワーカー3名配置（区内）による、各
地域での地域福祉活動や、地域福祉コーディネーターへ
の支援。

・地域福祉活動への支援による、ネットワーク委員会や体
操・サロン事業などの交流の場の拡充と事業実施：101件
/年

・地域有償ボランティア会員数：262名

・地域有償ボランティア派遣数：726件

具体的取組 １－１－１ 【地域福祉力の向上】
28決算額 29,997 千円 29予算額 30,746 千円 30予算額

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
〇住民の身近な相談窓口となり、必要に応じて
関係機関との連携を図る。
・各地域に地域福祉コーディネーター（つなげ隊）
を配置。

〇つなげ隊へのアドバイスやスキルの向上、情
報の提供など、総合的な地域福祉推進に係る
コーディネートをおこなう。
・専門的知識等を有したコミュニティソーシャル
ワーカーを配置。

〇各地域で実施する地域福祉活動への支援
　各地域への助成事業

〇住民同士の助け合い活動の支援、並びに地
域資源の発掘、育成を図る。
・地域有償ボランティア活動の実施

・地域福祉活動への支援として、ネットワーク委
員会や百歳体操・サロン事業などの交流の場の
充実と事業実施：100件/年以上
・地域有償ボランティア活動にかかる派遣数：
1,000件/年以上

【撤退基準】
・地域福祉活動が全体で年間100件未満の場合
は事業を再構築する。
・地域有償ボランティア活動の派遣数が年間900
件未満の場合は事業を再構築する。

前年度までの実績

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成
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【様式２】

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

＿
①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・各地域に地域福祉コーディネーター（つなげ隊）を配置（12名）。相談件
数2,847件
・専門的知識等を有したコミュニティソーシャルワーカーを3名配置。各地
域での地域福祉活動や地域福祉コーディネーターへの支援を実施。
・地域福祉活動への支援による、ネットワーク委員会や体操・サロン事業
などの交流の拡充と事業実施
・地域有償ボランティア（会員数：373名）活動の実施。

＿

業績目標の達成状況

・地域福祉活動への支援として、ネットワーク委員会や百歳体操・
サロン事業などの交流の場の充実と事業実施：113件
・地域有償ボランティア活動の派遣数：１１５２件

①
（i）
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【様式２】

健康寿命の延伸には、生活習慣病の改善及び早期発見・早期治療が重要な要素であり、生活習
慣病にかかるリスクが高い肥満者やメタボ予備軍を減少させるため、「食生活」の改善や「運動」の
動機づけを推進していく必要がある。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・生活習慣病の要因となる肥満者やメタボ該当者の割合が大阪市平均を上回っていることから、手軽に行える運動と
して、ウォーキング教室などに取り組んできた。今年度は肥満予防・解消を目的とした参加者が約３割となり、実技の
満足度については89.4％の方が大変良かったと答えているところである。また、健康まつり＆食育フェスタには、1,100
人の参加があり、大変満足・満足と答えた方が94％に達するなど、幅広い年齢層に対して、自身の健康を考える良い
機会になったと考える。
・しかしながら直近データ（H29）では、大阪市全体で増加傾向にあることから、今後も様々な広報媒体を活用し、区民
が自ら健康増進を習慣づけて取り組んでいくために必要な情報の提供と体験の場の提供に取り組んでいく必要があ
る。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題１ 【住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくり（健康づくり）】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・だれもが住み慣れた地域で、健康で自分らしく安心して暮らし続けられる地域社会
・地域にかかわるすべての人が、共に生き共に支え合い、生活を楽しむ地域社会

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・鶴見区の健康寿命は、男女とも大阪市の平均より高い。
・特定健診受診者（40歳～74歳）の受診率は大阪市平均より高く、喫煙率も低いことから健康への
意識は高いと考えられるが、生活習慣病の要因となる肥満者やメタボ予備軍該当者の割合が、大
阪市平均より高い。
・区民の健康づくりの関心は、「栄養・食生活」が最も高く、次いで「運動」となっている。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞
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【様式２】

円 円 円

○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・健康まつり＆食育フェスタの同時開催　１回（参加者１，１００人）
・ウォーキング教室の開催　２回
・健康に関する講演会「うつ病を知ろう」　１回
・休日開催による「男性のための料理教室」　１回
・健康づくりに役立つ情報発信　随時

―

業績目標の達成状況

「健康まつり」、「食育フェスタ」の参加者1,100人 ➀（i） 改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
○地域のさまざまな取組みと連携し、区民の健
康保持・増進を促すとともに、関係団体と協働
し、運動習慣づくりや食生活の改善など、区民の
自主的な健康づくりを進めるため、幅広い年齢
層が参加できるイベントを開催する。
・健康まつりの開催　１回
・食育フェスタの開催　１回
・健康に関する講演会の開催　１回
・ウォーキング教室の開催　１回
・ウォーキングカレンダーの発行
・地域・関係機関等と協働で健康づくりを実践で
きる場の提供

〇健康づくりに役立つ情報発信に取り組む。
・「栄養・食生活」「運動」「喫煙」等に関する知
識、情報について、がん検診・乳幼児健診など
保健福祉事業での啓発の実施及び広報紙・ホー
ムページ、フェイスブック、啓発チラシの配布（随
時）

「健康まつり」、「食育フェスタ」の参加者650人以
上

【撤退基準】
「健康まつり」、「食育フェスタ」の参加者300人未
満であれば、事業手法を再構築する。

前年度までの実績
【平成29年度実績】
・食育フェスタ＆健康展の開催（参加者650人）
・ウォーキング教室の開催・2回（参加者　延べ96
人）
・健康に関する講演会『睡眠と健康』（参加者123
人）

具体的取組１－2－１ 【健康増進意識の向上】
28決算額 516千 29予算額 326千 30予算額 327千

未測定
　（健康まつり＆食育フェスタでのアンケート結果
において94％の方が大変満足・満足と回答して
おり、運動習慣づくり、食生活の改善などのきっ
かけづくりにつながっていると思われる）

肥満者割
合24.5％
メタボ該
当者
17.1％

A A

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
「健康寿命」の延伸をめざす。

生活習慣病の原因である、肥満者やメタボ該当
者を減少させるために、「栄養・食生活」「運動」
に関する知識を中心に情報を提供する。また、
健康づくりが実践できる場を作る施策を地域団
体や関係団体と協力して推進する。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
肥満者やメタボ予備軍の該当者の割合：平成32
年度までに大阪市の平均を下回る。

めざす成果及び戦略１－２ 【健康づくりへの支援】
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【様式２】

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・安心して子育てできる環境づくりのためには、地域・関係機関等との連携を推進する必要がある。
・不安感、負担感の解消に向け、つながりづくりや相談窓口の周知に努める必要がある。
・児童虐待防止に向け、関係機関と連携を図り対応するとともに、啓発活動を推進する必要がある。
・保育ニーズの高まりに対しては、関係局と連携し、保育環境の充実に努める必要がある。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題２ 【子育てとまなびを応援するまちづくり（子育て）】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・地域でこどもたちが健やかに育ち、安心して子育てできるまち。
・あらゆる「まなびの場」が提供され、その成果が地域社会の活性化に活かされている社会
・区民一人ひとりが自尊感情を大切にし、お互いを思いやり、支えあい、人権を尊重できる社会
・子どもたちが心豊かに力強く生き抜き未来を拓くための学力・体力を身につけながら健やかに成長してい
る。
・地域と学校園等が連携し、すべての子どもたちが安心して成長できる安全な社会（学校園・家庭・地域）を
実現している。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

・年少人口（15歳未満）の割合が15.2％、1世帯当たり人員が2.37人と、市内24区中で最も高い。〈平成29年
10月現在〉
・児童虐待の相談件数：134件（平成28年度）
・待機児童数：11人、入所保留児童：115人（平成29年4月1日現在）

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・年少人口（15歳未満）の割合が市内24区中で最も高い。
・子育て世帯が多く居住しているが、家族形態の変化や地域におけるつながりの希薄化などに伴い、孤立
している家庭や、子育てに対する不安感や負担感を持っている家庭も今後増加することが見込まれる。
・児童相談件数は減少傾向にあるが、児童虐待は依然として発生している。
・保育ニーズは高い状況にある。
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子育てしやすいまちだと感じている区民の割合

H29年度 区民アンケート結果
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【様式２】

千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
〇関係機関等と連携した、子育て層が気軽につど
い、交流できる場の提供
・「愛 Love こどもフェスタ」の開催
・「つるみっ子ルーム」の運営
・子育てサロン、つどいの広場等への支援

〇子育てに不安感や負担感を持っている親子等に
対する相談、支援の実施
・子育て講演会の開催
・子育てサロン等での保健師、保育士による育児相
談等の実施
・状況に応じた適切な支援、相談

〇子育て関連情報の発信
・子育てマップの作成
・「愛 Love こどもニュース」「すくすくカレンダー」等の
発行
・幼稚園・保育所等情報フェアの開催
・フェイスブック、ツイッターを活用した子育て情報の
発信

・子育て支援事業の利用者で当該事業が役に立った
と答えた人の割合：70％以上
・子育て世帯で、子育てに関する相談窓口を知って
いる区民の割合：80％以上
・子育て世帯で、子育てに関する必要な情報が入手
できていると感じている区民の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が60％未満であれば事業手法等を再構築
する

前年度までの実績
【平成29年度実績】
・「愛Ｌoveこどもフェスタ」の開催　1回
・「つるみっ子ルーム」の利用率　90％以上
・子育て講演会の開催　1回
・幼稚園・保育所等情報フェアの開催　　1回

具体的取組２－１－１ 【子育て支援の充実】

28決算額 1,687 千円 29予算額 1,714 千円 30予算額 2,077

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 ａ
ａ：順調
ｂ：順調でない

鶴見区は子育てしやすいまちだと感じている区
民の割合：78.0％

71.9% A A

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞

子育てに対する不安感や負担感が減り、安心し
て子育てできると感じている区民を増やす。

地域の関係機関や関係団体と連携し、子育て層
が交流・情報交換できる場の設定や相談支援の
充実、子育てに関する情報発信の強化、地域の
子育て支援機能の充実など、安心して子育てで
きる環境づくりを進める。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞

鶴見区は子育てしやすいまちだと感じている区
民の割合：平成32年度までに80％以上

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・平成29年度に３園、30年度に小規模事業所３園、31年４月にも小規模事業所１園が開園しているものの、区内の
　保育ニーズは依然として高い状態にあり、引き続き保育所の受け入れ枠の拡大に努める必要がある。
・児童虐待の相談件数は前年に比べ微減しているものの依然として多いことから、要保護児童対策地域協議会に
　おいて個別ケースの継続的支援等を行う。
・児童虐待防止啓発活動に取り組み、児童虐待防止の理解を深めていくとともに、児童虐待に陥る前の、子育てに
　対する不安感や負担感の解消のため、「つるみっ子ルーム」の運営や「愛Ｌｏｖｅこどもフェスタ」の開催など、関係機関
　と連携した子育て支援の取組みを引き続き進める必要がある。

めざす成果及び戦略２－１ 【安心して子育てできる環境づくり】
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【様式２】

○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・「愛Ｌoveこどもフェスタ」の開催　1回
・「つるみっ子ルーム」の利用率　100%
・子育て講演会の開催　1回
・幼稚園・保育所等情報フェアの開催　　1回
・拡大子育て支援連絡会の開催　1回

―

業績目標の達成状況

・子育て支援事業の利用者で当該事業が役に立ったと
  答えた人の割合：93.6％
・子育て世帯で、子育てに関する相談窓口を知っている
　区民の割合：86.5％
・子育て世帯で、子育てに関する必要な情報が入手
　できていると感じている区民の割合：78.0％

①
（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―
①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)
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【様式２】

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・さまざまな学習機会を提供したり、学びの場を知ってもらうことで、主体的に生涯学習活動に取り組む区民を
増やす必要がある。
・特色ある学校運営及び学力の向上並びに児童・生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、地域や
学校ニーズに即した支援を行っていく必要がある。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・「社会教育の支援」及び「学校教育の支援」に取り組み、それぞれアウトカム指標の目標値を上回る結果と
なり、「子育てとまなびを応援するまちづくり」の実現に寄与したものと考えられる。
・「まなびを応援するまちづくり」を推進していくため、引き続き、幅広い層に対して「まなびの場」の周知を図
り、区民の人権意識の向上に努めるとともに、区役所と学校や地域、保護者が連携し、児童生徒に必要な学
習環境を整備するなどの学校支援の促進が必要と考えられる。

平成27年度 6,049 2,037

発達障がいサポーターに対するニーズは依然として高い。

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・生涯学習活動をしていない理由として、「仕事や家事などが忙しくて時間がない」に次いで「きっかけがつか
めない」が多い。

・小・中学校の学力は大阪市平均よりは高いものの、全国平均よりは低い。

・発達障がいサポーターを区内小・中学校に配置しているが、学校からの申請に対して十分な時間数を配置
できていない。

平成29年度 8,123 3,922

平成28年度 5,788 2,076

75 69 63 46

発達障がいサポーターの申請時間と配置時間

申請時間 配置時間

74 68 62 45

鶴見区 74 56 78 46 鶴見区

77.4 72.2 64.6 48.1

大阪市 71 53 75 42 大阪市

国語Ａ
正答率

国語Ｂ
正答率

算数Ａ
正答率

算数Ｂ
正答率

全国 74.8 57.5 78.6 45.9 全国

国語Ａ
正答率

国語Ｂ
正答率

算数Ａ
正答率

算数Ｂ
正答率

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題２ 【子育てとまなびを応援するまちづくり（まなび）】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・地域でこどもたちが健やかに育ち、安心して子育てできるまち。
・あらゆる「まなびの場」が提供され、その成果が地域社会の活性化に活かされている社会
・区民一人ひとりが自尊感情を大切にし、お互いを思いやり、支えあい、人権を尊重できる社会
・子どもたちが心豊かに力強く生き抜き未来を拓くための学力・体力を身につけながら健やかに成長してい
る。
・地域と学校園等が連携し、すべての子どもたちが安心して成長できる安全な社会（学校園・家庭・地域）を実
現している。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

・継続して生涯学習活動をしていない市民の割合は、65.3％である。（平成27年度 世論調査「市政に関する
市民意識」より）
・学校、地域、保護者の教育に対するニーズを把握し、児童生徒のスムーズな学校生活と学力向上等の支援
を行っている。
・小・中学校に在籍する発達障がい等がある児童・生徒に適切な支援をおこなうため、発達障がいサポーター
を学校に配置し、学校生活の支援を行っている。

平成29年度小学校全国学力・学習状況調査 平成29年度中学校全国学力・学習状況調査
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【様式２】

きめ細やかな情報発信が行われていることで、区政に関する情報が区民全体に届けられている。

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・「生涯学習一日体験　学び舎つるみ」　1回（※台風のため11月おもてな
し茶会と同時開催）
・「生涯学習セミナー」　1回
・「おもてなし茶会」　2回
・「家庭教育支援講座」の開催　1回（※出張型家庭教育支援講座として
実施）

―

業績目標の達成状況

生涯学習セミナー参加者数：157％、11月おもてなし茶会＆学び舎
つるみ参加者数：117％、3月おもてなし茶会参加者数：115％

①（i）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

生涯学習の取組みへの参加者のうち、「取組みを通じて新たな出
会いや気づきがあった」と答える区民の割合：生涯学習セミナー
95.9％、11月おもてなし茶会＆学び舎つるみ　63％、3月おもてな
し茶会　71.2％

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
〇生涯学習大阪計画に基づき、主体的に生涯
学習活動に取り組む区民を増やす。
（生涯学習推進員連絡会との協働）
・「生涯学習一日体験　学び舎つるみ」　1回
・「生涯学習セミナー」　1回
・「おもてなし茶会」　2回
（関係団体等との連携・協働）
・「家庭教育支援講座」の開催

・各事業の参加者数：定員の70％以上
・生涯学習の取組みへの参加者のうち、「取組みを
通じて新たな出会いや気づきがあった」と答える区
民の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が50％未満であれば、事業手法を再構
築する。

前年度までの実績

【平成29年度実績】事業参加者数（参加率）
・生涯学習一日体験　学び舎つるみ　180名
（180％）
・生涯学習セミナー　102名（51％）
・おもてなし茶会　200名（100％）
・家庭教育支援講座　30組　57名（100％）

具体的取組２－２－１ 【生涯学習】

28決算額 2,257 千円 29予算額 2,261 千円 30予算額 2,230

Ａ
今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略に対する取組の有効性 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

生涯学習の取組みに参加することにより、「まな
びを通じたつながりを感じる」と答える区民の割
合：71％

― Ａ

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞

主体的に生涯学習活動に取り組む区民が増え、
「まなび」を通じたつながりができている。

幅広い層に「まなびの場」を知ってもらえる取組み
を実施し、「まなび」を通じたつながりづくりに取り組
む。アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞

生涯学習の取組みに参加することにより、「まな
びを通じたつながりを感じる」と答える区民の割
合：平成32年度までに70％以上

めざす成果及び戦略２－２ 【社会教育の支援】
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【様式２】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・人権啓発推進セミナー　1回
・ヒューマンシアター　1回
・校下別人権学習会　14回
・街頭啓発　2回

―

業績目標の達成状況

人権啓発推進セミナー参加者数：86％、ヒューマンシアター参加者
数：74％

①（i）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

各事業における参加者のうち、「人権に対する考え方が変わった」
「新たな気づきがあった」と回答する区民の割合：人権啓発推進セ
ミナー　67.6％、ヒューマンシアター　96.6％

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

30予算額 1,173 千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

大阪市人権啓発教育・啓発計画に基づき、人権
教育・人権啓発の取り組みを実施し、区民の人
権意識の向上を図る。

・「人権に関するイベント」を開催
・「校下別人権学習会」を実施　12校下（人権啓
発推進員との協働）
・「街頭啓発」を実施（人権啓発推進員との協働）

・各事業の参加者数：定員の70％以上
・各事業における参加者のうち、「人権に対する考
え方が変わった」「新たな気づきがあった」と回答す
る区民の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が50％未満であれば、事業手法を再構
築する。

前年度までの実績

【平成29年度実績】事業参加者数（参加率）
人権啓発セミナー1回目（9月開催）　80名（40％）、2回目200
名（100％）、校下別人権学習会（7月～3月）、ヒューマンコン
サート　200名（100％）、人権映画祭（12月開催） 700名
（87.5％）、ヒューマンシアター（3月開催）228名（76.0％）

28決算額 1,956 千円 29予算額 2,017 千円

具体的取組２－２－２ 【人権教育】
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【様式２】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・環境フェスタ「三ツ矢サイダー　水の未来と環境教室　～こどもSDGｓス
クール～」の開催　1回
・鶴見区環境学習講座の開催　3回 ―

業績目標の達成状況

・参加率70.1％（参加者101名／定員144名） ①（ⅰ）
改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

30予算額 180 千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

〇関係局や企業等と連携しながら、身近な生活
の中で実践できるエコ活動に関心を持つ機会を
創出する。
・環境フェスタの開催　1回
・環境学習講座の開催　3回

事業への参加者数：定員の70%以上

【撤退基準】
上記目標が40％未満であれば、事業を再構築す
る。

前年度までの実績
【平成29年度実績】事業参加者数（参加率）
・環境フェスタ　142名（28.4％）
・環境学習講座3回開催　全44名（58.6％）

28決算額 56 千円 29予算額 119 千円

具体的取組２－２－３ 【環境をキーワードにした取組みの推進】
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【様式２】

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

－

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
〇学校、地域、保護者の教育に対するニーズを
把握し、児童生徒のスムーズな学校生活と学力
向上等の支援を行う。

・教育行政連絡会の開催（学校と区役所による
連絡調整・協議の場）　　小・中学校各学期1回
・学校協議会への参加　　市立幼稚園・小・中・
高校（20校園）各学期１回
・校長会・教頭会への参画　　毎月1回
・学校カルテ（小・中学校）の作成及び課題解決
に向けた取組み
・校長経営戦略支援予算を活用した小・中学校
の支援　【教育活動サポート事業・コミュニケー
ション能力育成支援事業・漢字能力判定に向け
た取組み支援事業・学力向上支援関連事業・民
間事業者を活用した課外学習事業】
・発達障がいサポーターを活用した小・中学校の
支援　3,948時間分の配置
・各小学校への学習支援員の配置　12校【子ど
もの学習支援事業】

全国学力・学習状況調査の平均正答率が全国平
均を上回る。
区役所からの支援が学力向上につながったと思う
校長・教頭の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が50％未満であれば、事業手法を再構
築する。

前年度までの実績
【平成29年度実績】
・教育行政連絡会の開催　　小・中学校各学期1回
・学校協議会への参加　　市立幼稚園・小・中・高
校にて各学期１回
・校長会・教頭会への参画　　毎月１回
・学校カルテ（小・中学校）の作成及び課題解決に
向けた取組み
・教育活動サポーターの配置、英語教材やＩＣＴ機
器の購入、民間事業者を活用した課外学習事業
等、校長経営戦略支援予算を活用した小・中学校
の支援
・発達障がいサポーターを活用した小・中学校の支
援　　3,922時間分の配置

具体的取組２－３－１ 【教育支援の充実】

28決算額 7,535 千円 29予算額 11,324 千円 30予算額 14,628

学校や保護者のニーズ、意向を教育行政に反
映していると思う校長・教頭の割合：94.1％ － A A 今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

－Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

－アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞

学校や地域、保護者の教育行政に関するニー
ズを把握し、学校と連携した取組みができてい
る。

区役所が学校や地域、保護者のニーズや意向を
把握して効果的な学校支援を行えるような取組み
を進める。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞

学校や保護者のニーズ、意向を教育行政に反
映していると思う校長・教頭の割合：平成32年度
までに70％以上

めざす成果及び戦略　２－３ 【学校教育の支援】
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【様式２】

〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）

課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・子ども「夢・未来」講座の開催　11校（延べ130回）
－

業績目標の達成状況

子ども「夢・未来」講座を通して、子ども達の興味・関心が
高まったと回答した教師の割合：100％ ①（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

－
①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

－

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

30予算額 ― 千円28決算額 ― 千円 29予算額 56 千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
〇区内企業・経営者・スポーツ選手の方々の持
つ知識や経験談を、区内の小学生に伝えてもら
うため、マッチングを行う。
・子ども「夢・未来」講座の開催　10校（延べ80
回）

子ども「夢・未来」講座を通して、子ども達の興味・
関心が高まったと回答した教師の割合：80％以上

【撤退基準】
上記目標が50％未満であれば、事業を再構築す
る。

前年度までの実績
【平成29年度実績】
学校で開催した「夢・未来」講座　11校（延べ103
回）

具体的取組２－３－２ 【学校と社会を結ぶ】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・教育行政連絡会の開催（学校と区役所による連絡調整・協議
の場）　　小・中学校各学期1回
・学校協議会への参加　　市立幼稚園・小・中・高校（20校園）各
学期１回
・校長会・教頭会への参画　　毎月1回
・学校カルテ（小・中学校）の作成及び課題解決に向けた取組み
・校長経営戦略支援予算を活用した小・中学校の支援　【教育活
動サポート事業・コミュニケーション能力育成支援事業・漢字能
力判定に向けた取組み支援事業・学力向上支援関連事業・民間
事業者を活用した課外学習事業】
・発達障がいサポーターを活用した小・中学校の支援　4,051時
間分の配置
・各小学校への学習支援員の配置　12校【子どもの学習支援事
業】

－

業績目標の達成状況

全国学力・学習状況調査の平均正答率：全国平均を下
回った
区役所からの支援が学力向上につながったと思う校長・
教頭の割合：91.2％

①（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

－①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)
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【様式２】

・区地域防災計画について周知が行き届いていない。
・区役所・地域が行う様々な取組み、イベントについて、参加者が固定化しており、効果的な周知ができてい
ない。
・区内12地域で実施されている様々な防災の取組みに、実施規模や参加団体等の違いがある。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・自助・共助の視点を盛り込んだ防災活動が、各地域において自発的に行われるための仕組みづくりが必
要であり、参加者の固定化も見受けられるため、新たな参加者を呼びこむ必要がある。
・区地域防災計画など、区が行う取組みについて情報発信の強化の必要がある。
・区全体の防災力の強化を図るため、区災害対策本部と各地域の自主防災組織等との連携・強化を強める
必要がある。
・災害時に活動の担い手として期待できる中高生の訓練等への参加の機会を創出する必要がある。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・災害に強いまちづくりに向けて、今年度初めて避難所開設運営訓練を行った。取り組みの初年度ということもあり12
地域中8地域において地域ごとに内容を工夫して取り組むことができた。残りの4地域については、住民参加の地域防
災訓練を実施した。次年度はこの4地域でも避難所開設運営訓練を実施予定である。
・また、中学生、高校生への防災学習を行うことで、災害時ボランティア活動の意識付け、地域防災力向上につなげる
ことができた。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題３ 【安全なまちづくり（防災）】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・だれもが日頃から高い防災意識をもち災害への備えが整っている。
・犯罪や交通事故のない、だれもが安全・安心に暮らせるまちになっている。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

・区内１２地域で、自主防災組織による「避難所開設運営訓練」や「防災学習会」、小学生を対象と
した「土曜防災授業」等、様々な取組みが行われている。

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

感じる
6.6%

どちらかといえ

ば感じる
29.2%

どちらかといえ

ば感じない
43.9%

感じない
18.2%

無回答
2.1%

災害に対する鶴見区全体の危機管理の取組みが

進んでいると感じる区民の割合

知っている

33.8%

知らない
64.9%

無回答

1.3%

災害などの危機事象ごとの計画・マニュアルが作成

されていることを知っている区民の割合

（H29年度 区民アンケート結果）
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【様式２】

○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・避難所開設運営訓練等：12地域
・安全・安心フェスタ：1回
・つるみんピック：荒天のため中止
・小学生、中学生や高校生を対象とした防災学習会の開催：9回

「地域が行う訓練に参加して役立ったと答えた区民の割
合」が目標を下回った。
地域主体で行う訓練であり、訓練内容、訓練の運営方法
等検討が必要。

業績目標の達成状況

・地域が行う訓練に参加し役立ったと答えた区民の割合：69.7％
・区が行うイベント（安全・安心フェスタ）への参加者：延5,000人以
上
・各地域の訓練参加者：390人～511人が参加

②
（ⅱ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

今後危機管理室の地域防災力向上アドバイザーと連携
し、訓練内容、訓練運営方法等について検討を行う。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

【平成29年度実績】
小学校区単位の災害図上訓練　1地域,、避難所開設運営
訓練等　12地域、地域防災計画　１地域、防災マップ　１地
域、出前講座　10回、 安全安心フェスタ　１回（500人）、つ
るみんピック　１回（500人）

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

千円 30予算額

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

〇地域の自主防災力強化のため、地域と区役
所、関係機関、学校等が連携したより実践的な
訓練等を行う。
・避難所開設運営訓練等　12地域
・安全・安心フェスタ　　１回
・つるみんピック　　１回
・小学生、中学生や高校生を対象とした防災学
習会の開催

・地域が行う訓練に参加し役立ったと答えた区民
の割合：80％以上
・区が行うイベント（安全・安心フェスタ、つるみん
ピック）への参加者：のべ1,200人以上
・各地域の訓練参加者：各300人以上

【撤退基準】
地域が行う訓練に参加し役立ったとの回答が
50％未満であれば事業手法を再構築する。

前年度までの実績

具体的取組３－１－１ 【総合的な防災力の強化】

28決算額 2,257 千円 29予算額 5,080 4,081 千円

災害時の避難場所について確認し、いざという
時に備えている区民の割合：85.7％ 83.3% A A

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

―
戦略の進捗状況 a

ａ：順調
ｂ：順調でない

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

めざす成果及び戦略　３－１ 【災害に強いまちづくり】

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
防災意識が高まり、地震や風水害等の災害に備
えている区民を増やす。

・区民、地域、区役所、関係機関、学校等が連携
した訓練などを通じて区全体の防災対策を進め
る。
・地域の自主防災力を強化するための啓発や支
援を行う。
・地域コミュニティの活性化を図り、自主防災組
織による自助・共助の視点を盛り込んだ防災活
動が活発に行われるための仕組みづくりや支援
を行う。
・引き続き、区災害対策本部の機能強化に向け
た研修及び装備品の充実を図る。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
災害時の避難場所について確認し、いざという
時に備えている区民の割合：平成32年度までに
80％以上
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【様式２】

・鶴見区の平成29年（1月～12月）の街頭犯罪件数は854件で、平成28年（1月～12月）の788件に比して約
7.7％増加している。特に自動車などに取付けてある部品や付属品が盗難に遭う「部品狙い」が、平成29年
は112件と、平成28年の65件に比して約1．7倍の増加となっている。
・街頭犯罪件数の半数以上を「自転車盗」が占めている。自転車も含めた交通マナーアップ（特に自転車利
用者）が課題となっており、交通状態別死傷者数を見ても約3割が自転車が関わるものとなっている。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・街頭犯罪の約半分以上を占める自転車盗をはじめ、ひったくりや車上狙い等の街頭犯罪を未然に防ぐた
めの取組みを推進し、街頭犯罪発生件数の減少を図っていく必要がある。
・区民の防犯意識の向上を図り、犯罪を起こしにくい環境づくりが重要である。
・自転車利用者のマナーアップについての取組みを、引続き推進する必要がある。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・防犯カメラの設置や区内防犯一斉行動、自転車盗難防止の2重ロックを推進するための鍵の取付けキャンペーン
等、各種防犯対策事業を実施し、また新たな取り組みとして、車上狙いの注意喚起のポスター掲示や犯罪発生状況
の情報提供（各地域にメール送信やTwitter）したことによって、街頭犯罪発生件数は昨年より大幅に減少となった。引
き続き、取組みを実施し、街頭犯罪発生件数の更なる減少を図っていく必要がある。（平成30年12月末時点：623件、
平成29年12月末時点：854件、前年比で△27％）（参考で平成28年12月末時点：788件）

・交通安全対策では、スケアード・ストレート方式の交通安全教室を開催し、参加者の視覚に訴える内容で実施した
が、その効果が参加者に限定されることから、スケアード・ストレート方式は廃止し、警察との連携の中でより多くの方
に啓発を行う内容を検討する。スケアード・ストレート方式の実施内容については、会場まで足を運んでもらえなかった
方たちにも交通マナーの大切さについて周知と交通安全に関する知識の向上につなげるためにユーチューブ等の広
報媒体を活用し、今後も引き続き閲覧ができるようにする。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題３ 【安全なまちづくり（防犯）】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・だれもが日頃から高い防災意識をもち災害への備えが整っている。
・犯罪や交通事故のない、だれもが安全・安心に暮らせるまちになっている。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

　◆犯罪・事故等に関するデータ

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

感じる
24.0%

どちらかと

いえば感じ

る
58.5%

どちらかと

いえば感じ

ない
13.7%

感じない
2.1% 無回答

1.8%

鶴見区は安全で住みやすいまちだと

感じる区民の割合

（H29年度 区民アンケート結果より）

自転車盗

59.8%車上ねら

い 25.2%

部品ねら

い 14.4%

オートバイ

盗 8.0%

ひったくり

0.8%
自動車盗

1.5%

路上強盗

0.1%

街頭犯罪発生内訳

（平成29年12月末現在）

自動車

45.6%

自転車

31.7%

二輪車

16.4%

歩行者

6.4%

交通状態別死傷者割合

（平成29年12月末）
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【様式２】

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

・防犯カメラの設置　24台
・防犯プレートの設置　50枚
・防犯推進委員を中心に、各地域団体や警察署
をはじめとする関係機関等が連携した区内一斉
防犯活動　12回
・区役所・警察署・各地域防犯組織（青色防犯パ
トロール隊、子ども見守り隊、防犯推進委員等）
による合同連絡会の実施　1回
・自転車の2重ロックを推進するため鍵の取付け
キャンペーン　12回
・ひったくり防止キャンペーン　12回

・区で実施している防犯事業が鶴見区の犯罪抑止に
つながっていると答えた区民の割合：60％以上
・街頭犯罪件数　前年比△5％(部品ねらい　前年比
△15％　自転車盗　前年比△5％)

【撤退基準】
区実施の防犯事業が犯罪抑止につながっていると
の回答が30％以下であれば事業手法を再構築す
る。

前年度までの実績

【平成29年度実績】
・防犯カメラ（30台）、防犯プレート（50枚）の設置
・区内一斉防犯活動　12回
・区役所・警察署・各地域防犯組織による合同連
絡会　1回
・鍵の取付けキャンペーンの実施　12回
・ひったくり防止キャンペーン　12回

具体的取組３－２－１ 【地域・関係機関と連携した防犯対策】
28決算額 7,769 千円 29予算額 6,296 千円 30予算額 6,182

安全で住みやすいまちと感じている区民の割合：
86.6％

82.50% Ａ Ａ 今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 ａ
ａ：順調
ｂ：順調でない

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

めざす成果及び戦略３－２ 【街頭犯罪・交通事故の少ないまちづくり】

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
安全で住みやすいまちと感じている区民を増や
す。 ・鶴見区の街頭犯罪発生件数の減少に向け、区

民、地域、関係機関、事業所などが連携・協働
し、区民のより一層の防犯意識の向上につなが
るよう区を挙げての啓発活動を推進する。
・街頭犯罪の半数以上を占める自転車盗や部品
盗について、重点的に取り組む。
・放置自転車も含めた自転車利用者のマナー向
上をはじめ、広く交通ルールが守られるよう、学
校等の区内関係機関等と連携し、引き続き交通
安全の普及・啓発活動に取り組む。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
安全で住みやすいまちと感じている区民の割
合：平成32年度までに85％以上
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【様式２】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・防犯カメラの設置　24台　・防犯プレートの設置　70枚
・防犯推進委員を中心に、各地域団体や警察署をはじめとする関係機関
等が連携した区内一斉防犯活動　10回
・区役所・警察署・各地域防犯組織（青色防犯パトロール隊、子ども見守り
隊、防犯推進委員等）による合同連絡会の実施　1回
・自転車の2重ロックを推進するための鍵の取付けキャンペーン　12回
・ひったくり防止カバー取付けキャンペーン　11回
・車上狙いの注意喚起のポスター掲示（イオンモール）
・犯罪発生状況の情報提供（各地域やTwitter）　随時

―

業績目標の達成状況

・区で実施している防犯事業が鶴見区の犯罪抑止につながってい
ると答えた区民の割合：86.4％
・街頭犯罪件数　前年比△27％(部品ねらい　前年比△41.9％　自
転車盗　前年比△19.1％)

①
（ⅱ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)
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【様式２】

○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・子育て層への交通安全教室の実施：12回
・高年者への交通安全研修会の実施：1回
・園児への交通安全教室の実施：3回
・警察署、区内の高校生と協働した自転車マナーアップキャンペーンの実
施：4回
・スケアードストレート学習（スタントマンを活用した交通安全教室）の実施
と自転車マナーアップの取組：1回
・地域・関係機関と協働した放置自転車啓発活動：36回

―

業績目標の達成状況

・交通事故発生件数における自転車事故の割合：　33.5％（H30.12
末）
　（自転車事故発生件数はH29.12末：174件、H30.12末126件で▲
48件）
・区で実施している交通安全対策事業が鶴見区の交通マナー向上
につながっていると答えた区民の割合：　71.7％

①
（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―
①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

30予算額 1,480 千円28決算額 1,664 千円 29予算額

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
〇交通事故防止や自転車マナーの向上をめざ
し、さまざまな啓発活動等を行う。
・子育て層への交通安全教室の実施　12回
・高年者への交通安全研修会の実施　1回
・園児への交通安全教室の実施　3回
・警察署、区内の高校生と協働した自転車マ
ナーアップキャンペーンの実施　4回
・スケアードストレート学習（スタントマンを活用し
た交通安全教室）の実施と自転車マナーアップ
の取組み　1回
・地域・関係機関と協働した放置自転車啓発活
動　36回

・交通事故発生件数における自転車事故の割合
30％以下（発生件数△30件）
・区で実施している交通安全対策事業が鶴見区
の交通マナー向上につながっていると答えた区
民の割合：60％以上

【撤退基準】
自転車事故に関する目標が達成されなければ
事業手法を再構築する。

前年度までの実績

【平成29年度実績】
・子育て層への交通安全教室の実施　12回
・高年者交通安全研修会の実施　1回
・園児を対象とした交通安全教室の実施　2回
・スケアードストレート学習の実施　2回
・放置自転車啓発活動　36回

1,980 千円

具体的取組３－２－２ 【地域・関係機関と連携した交通安全対策】
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【様式２】
重点的に取り組む主な経営課題

経営課題４ 【区民への必要な情報の発信】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

区のさまざまな取組みに関して、区民に必要な情報が届けられ、区民が区政への理解や関心を高
めている。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・広報紙を区内の全世帯・全事業所に毎月配布することで、広報紙の認知度は高まっているが、広報紙を
手にとってよく読んでいると回答した割合が46.0％（20歳代では16.4％）、区役所からの広報で必要となる情
報が入手できていると感じる割合が68.6％にとどまっている。
・区の広報を通して、区政への理解や関心が「高まった」「少し高まった」と回答した割合が65.4％であり、特
に若年層（20歳～29歳）においては45.9％と低い回答率となっており、情報発信内容について工夫する必要
がある。
・広報紙で充実してほしい記事として、「イベント・催し・講座」と回答した割合が最も高く（47.4％）、「区の施
策や予算」と回答した割合は8.2％にとどまっている。
・区役所からの情報を入手する手段として、「広報紙」と回答した割合が最も多いが（73.6％）、若年層（20歳
～29歳）においては「区役所ホームページ」と回答した割合も多い（29.0％）。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・手にとって読んでもらえる広報紙の魅力的な紙面づくりや設置場所の拡大など、さらなる情報発信の強化
を行う必要がある。
・年齢層に応じた広報媒体での有効な情報発信を行う必要がある。
・区民の興味のある情報にとどまらず、区として確実に届けたい情報が伝わるような紙面づくりを行う必要
がある。
・利用者の視点に立ち、アクセスしやすいHPづくりが必要である。

区役所からの情報（イベントやお知らせなど）を入手する媒体 区広報紙を手にとって読んでいると回答した区民の割合

区の広報を通して区政への理解や関心が高まったと回答した区民の割合区の広報で必要とする区政情報が入手できていると回答した区民の割合

＜平成29年度区民アンケート結果＞

1.2%

10.6%

47.8%

9.2%

12.3%

73.6%

0.7%

1.1%

9.6%

その他

友人、知人からの口コミ

広報板・町会からの回覧・掲示板

区役所内のポスターや行政情報コーナーのチ…

小学校で配布している「つるみっ子だより」

区広報紙「広報つるみ」

区役所ツイッター

区役所フェイスブック

区役所ホームページ

よく読んでい

る（年9回以

上） 46.0%

時々読む

（年4～8回）
29.5%

ほとんど読

まない
13.6%

全く読んだこ

とがない
7.5%

無回答 3.4%

できている
19.1%

ほぼできて

いる 49.5%

あまりでき

ていない
18.3%

できていな

い 5.8%

無回答
7.3%

高まった
18.2%

少し高まっ

た 47.2%

あまり高ま

らなかった
24.3%

全然高まら

なかった
6.2%

無回答
4.2%
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【様式２】

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・民間事業者との連携により広報紙の設置場所を増設したほか、手にとって読んでもらえる魅力的な紙面
づくり及び区民が求める情報発信に努めたことにより、広報紙を手に取ってよく読んでいる区民の割合が
4.2％向上した。
・更に、年齢層に応じた広報媒体としてＳＮＳの活用などにも取組んだ結果、区の様々な取組みに関する情
報が区役所から届いているとする区民の割合も3.0％向上し、24区内で最も高い割合となった。
・今後も、区民に必要な情報提供ができるよう、効果的な情報発信に取組む。

めざす成果及び戦略４－１ 【さまざまな媒体を活用した情報発信】(区政編　改革の柱２　Ⅳ－ア③）

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
きめ細やかな情報発信が行われていることで、
区政に関する情報が区民全体に届けられてい
る。

区民が求める情報を確実に分かりやすく提供で
きるよう、広報紙・ホームページ・フェイスブック・
ツイッター・広報板・庁舎内モニター等さまざまな
媒体を活用し情報発信を行う。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
区のさまざまな取組み（施策・事業・イベントな
ど）に関する情報が、区役所から届いていると感
じる区民の割合：平成32年度までに55％以上

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

30予算額

Ａ

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a

区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）につ
いて、区の広報紙、ホームページ、ツイッター、
フェスブックなどにより、区役所から必要な時に
必要な情報が届いていると思う区民の割合：
５３．４％

50.4% Ａ

【平成29年度実績】
・広報紙の作成及び全世帯・全事業所への配布
毎月
・広報紙を手にとってよく読んでいる（年9回以
上）と回答した区民の割合：46.0％、時々読む
（年4回～8回）と回答した区民の割合：29.5％

ａ：順調
ｂ：順調でない

具体的取組４－１－１ 【広報紙の充実】
28決算額 18,802 千円 29予算額 18,450 千円

―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

17,111 千円

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
○区民ニーズの把握に努め、あらゆる世代に手
に取って読んでもらえる魅力的な広報紙を作成
する。
・全世帯・全事業所への配布　毎月
・広報紙の新設置か所　5か所増
（18ヵ所⇒23ヵ所）

広報紙を手にとってよく読んでいる（年9号以上）
と回答する区民の割合：60％

【撤退基準】
上記目標が30％未満であれば、事業を再構築
する。

前年度までの実績

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性
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【様式２】
・広報紙の全世帯、全事業所への配布
・広報紙の新規設置か所　20か所増

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―
業績目標の達成状況

広報紙を手にとってよく読んでいると回答する区民の割合：79.7％
①

（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須
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